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社会資本整備の基本的考え方

社会資本については、４つの危機に直面
① 激甚化する気象災害、切迫する巨大地震
② 加速するインフラ老朽化
③ 人口減少による地方の疲弊
④ 激化する国際競争

これらの危機に対応して、「防災・減災、老朽化対策、メンテナンス、耐震
化」を推進するとともに、経済成長という観点からは、ストック効果のある
ものに「選択と集中」を徹底

◆社会資本は、ストックとして、中長期にわたり経済成長を支えるなどの効
果を発揮するというのが本来の考え方。

社会資本のストック効果を重視し、「安全」と「成長」に重点化を図りつつ、
アベノミクス第３の矢「民間投資を喚起する成長戦略」を支える。

※これらを基本方針として、次期社会資本整備重点計画に反映
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出典）国土交通省調べ（平成７年以降の物
流施設、工業団地、工場の立地を抽出）

H27.3.29開通 H27年度※H27年度

境古河ＩＣ

久喜白岡
ＪＣＴ

桶川北本
ＩＣ

高尾山ＩＣ

相模原
愛川ＩＣ

海老名ＪＣＴ

大栄ＪＣＴ

つくば中央IC

日高市

入間市

羽村市
日の出町

事
業
中

H27.3.7
開通

H27.3.8開通 H32年度※ H32年度※

寒川北IC

H27.6.7

開通予定

事業中H29年度

神崎IC

H26.6.28
開通

企業立地件数

立地済み

立地予定

（Ｈ26年9月時点）
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3～4件

5件以上

最近、社会資本のストック効果が広く実感されている。
①圏央道の整備に伴う効率的な物流ネットワーク強化による、工場、物流施設の立地促進

（左下図参照）
②北陸新幹線の金沢開業による、観光などの交流人口増大や金沢駅周辺の地価上昇（中

央図参照）
③首都圏外郭放水路の整備による、災害リスクの減少に伴う物流倉庫やショッピングセン

ターなどの立地促進（右下図参照）

 今後、このような社会資本整備への重点化が、日本経済の再生を図っていく上できわめ
て重要。

「ストック効果を重視した社会資本整備」
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【圏央道】 【首都圏外郭放水路】【北陸新幹線】

首都圏外郭放水路整備
後に立地した物流倉庫、
ショッピングセンター等

首
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（％）（円/㎡） 金沢5-13の地価の推移

価格（円/㎡）

金沢駅西口の地価の上昇率が全国の
商業地で一位（＋１７％）

春日部市は部分通水後企業誘致を推進
→ 28件の企業が新たに進出

北陸新幹線の整備によ
り、移動時間の短縮効
果（東京・金沢間：3時間
47分→2時間28分）が発
生し、交流人口が増大

【進出企業の事例】

（株）玉俊工業所 ＜流通＞

首都圏外郭放水路

圏央道の整備進展により、多数の物流施
設等が立地

※区間の開通時期については、土地収用法に基づく
手続きによる用地買収等が速やかに完了する場合



・都心環状線の交通量は約５％減少

・中央環状線内側の渋滞は約５割減少

ストック効果を重視した社会資本整備を進めるにあたってのポイント

 ストック効果を重視した社会資本整備を進めて行くにあたって、財政健全化との両立の必要性を十
分認識しつつ、以下の３点を留意。
①羽田空港の飛行経路の見直しによる発着枠拡大など、既存施設の最大限の活用、ソフト施策の

徹底（左下図参照）
②首都高速中央環状線の大井JCT・大橋JCT間開通による都心の渋滞半減など、選択と集中によ

り、ストック効果を重視した真に必要な事業への重点化（右下図参照）
③民間事業活動の把握等、民間事業者との連携強化
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■首都高速中央環状線約47kmが全線開通
（2015年3月に大井JCT・大橋JCT間約 9.4kmが開通）

企業からの声

運転手の勤務時間の改善にもつながっている。（清水運輸【運輸】）

輸送時間の見通しを立てやすくなった。（ヨコレイ【冷蔵倉庫】）

（4月29日付日本経済新聞より）

■飛行経路の見直しなど既存インフラを賢く使う

ことにより年間約４万回の発着枠拡大※

⇒昼間時間帯国際線便数 約80便/日→最大133便/日(1.7倍)

中央環状品川線(約9.4km)
2015年3月開通

【羽田空港の発着枠拡大】 【首都高速中央環状線の全線開通】

羽田空港

（離陸・着陸合計：８０回／時） （離陸・着陸合計：９０回／時）

※飛行経路の見直し等の具体化を目指し、関係自治体等
と協議を進めているところ。

現行飛行経路【南風時】 新飛行経路案【南風時】
○南風運用の割合

運用全体の約40％
（年間平均）

○南風時新経路の運用時間
15:00～19:00 

（切替時間1時間を含む）

羽田空港



住宅、下水道等の公共施設の集約・再編

公営住宅建替えにおける余剰地活用（資本のリサイクル）の事例
＜大阪府営枚方田ノ口住宅建替え事業＞

◆人口減少下にあっては、道路や空港等、生産性を向上させるための社会資本整備のストック効果
最大化に加え、公営住宅や下水道などの公共施設について、地域のニーズを踏まえつつ集約・再
編等を行う必要がある。

 その際、地域包括ケアと連動した福祉拠点の形成など「コンパクト＋ネットワーク」を基本理念とす
る地域づくりを推進。

 集約・再編にあたっては、ＰＰＰ／ＰＦＩの活用を積極的に推進。また、集約化等に伴う余剰地の活用、
公共施設の上部空間の活用等により、民間のビジネス機会を創出。（資本のリサイクル）

●府営住宅
●余剰地 → サービス付き高齢者向け住宅

●余剰地 → 戸建住宅

（0.95ha）
（0.16ha）

（0.81ha）

全景イメージ

府営住宅敷地（2.36ha）
建替後の府営住宅敷地（0.95ha）

民間投資により余剰地（1.41ha）を活用
（戸建住宅、サービス付高齢者向け住宅等）

（余剰地の売却収入約3.2億円）

民間のビジネス機会を
創出

建物の高層化
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※UR団地の再編等と組み合わせた余剰地活用を通じて、民間のビジネス機会のさらなる拡大を推進。
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民間等からの受注高（季調）

公共機関からの受注高(季調)

単位：百万円

公共投資の安定的・持続的確保の必要性

 市場規模の急激な増減は､不適格業者の参入､ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞの多発､人材の離職､資機材の処分を招く。
 ここ最近の安定的な公共投資等の推移に対応して、現場の担い手の技能人材は戻りつつある（Ｈ22

年比10万人増加）
 2020年以降も見据え、社会資本により、持続的な経済成長を支えることが重要。そのためには、公

共投資と民間建設投資を合算するフロー重視の考え方ではなく、社会資本のストック効果に着目した
戦略を持つべき。
民間建設投資は９割が建築、公共投資は８割が土木で、担い手も市場も異なる。（クラウディングア
ウトは起きていない）。

 担い手を確保しつつ、持続的な経済成長を支えるためには、ストック効果を重視しながら、経済規模
に見合う公共投資を安定的・持続的に確保することが不可欠。

国土交通省関係公共事業関係費（当初予算）の推移

※1  平成21年度当初予算については、特別会計に直入されていた地方道路整備臨時交付金相当額が一般会計計上に変更されたことによる影響額を含む。
※2 平成23・24年度予算については地域自主戦略交付金の影響を含む。
※3 平成25年度予算については、東日本大震災復興特別会計への繰入れを含まない。
※4  平成26年度予算については、社会資本整備事業特別会計の廃止に伴う影響額を含まない。
※5  平成27年度予算については、社会資本整備事業特別会計の廃止に伴い一般会計に計上することとなった直轄負担金等を含まない。
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平成
（年度） ※出所：国土交通省「建設工事受注動態統計調査」（総合政策局政策課にて季節調整済み）時系列データ

※平成２５年度９月は、消費税の引き上げに際しての経過措置（２５年９月末まで）を前にして住宅を
はじめとする建築物が駆け込みなどの影響もあり、民間等からの受注が増大している。

※平成２６年４月は、東京外環道（都内区間）の受注という特殊要因により公共機関からの受注が
特異な数値を示している。

建設工事の受注高の推移
（建設工事受注動態統計（季節変動調整済））

民間：約２兆１，６００億円

公共：約１兆２，５００億円
公共：約９，６００億円

民間：約３兆１００億円

政権交代
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米国 英国 フランス

ドイツ カナダ 韓国

オランダ スウェーデン 日本

主要先進国の公共投資比率
（一般政府Ig/GDP）の推移

※   2005年の英国については、英国原子燃料会社(BNFL)の資産・債務の中央政府への承継
(15,600百万ポンド)の影響を除く。

(資料) 日本以外の国については、OECD Stat.Extracts 「National Accounts」、日本については、内
閣府「2012年度国民経済計算(2005年基準・93SNA)」（確報）より国土交通省作成。

(暦年)



新たな国土形成計画について

◆昨年７月に策定した「国土のグランドデザイン2050」は、2050年という長期を見据えた国土づくりの基
本となるビジョン。現在策定中の新たな国土形成計画は、その実現に向けた今後10年間の国土形成
の具体的な取組みを直線距離で進めるための重要な計画。

◆この10年間は、東京オリンピック・パラリンピックまでの5年間のみならず、それ以降の5年間も含む、
日本の将来を左右する極めて大切な「日本の命運を決する10年」。

◆現在、全国計画と地方ブロック毎の地域戦略を示す広域地方計画を、幅広く御意見を伺いながら練り
上げているところ。全国計画は本年夏頃に閣議決定予定。

◆目指すべき国土の基本構想として、「コンパクト＋ネットワーク」の考え方の下に、
それぞれの地域が個性を磨き、異なる個性を持つ各地域が連携することにより、新たな価値を生み

出す「対流促進型国土」の形成を目指す。これは、地方創生の取組に当たっても基本となるもの。

地域構造の将来像 ・ 「コンパクト＋ネットワーク」の考え方を基礎に地域構造を構築
・ 各地域が知恵を絞って自らの将来像を構造的に考えることが重要

都市機能誘導区域 公共交通

居住誘導区域

集落

集落
集落

集落

公民館・図書館

診療所

郵便・ATM
学校・福祉施設

ガソリン
スタンド

道の駅

集落コンビニ・
農産物出荷拠点

○コンパクトシティの形成

○世界最大のスーパー・メガリージョンの形成：リニア中央新幹線による三大都市圏の連携の強化

○小さな拠点の形成

コミュニティバス等

○連携中枢都市圏の形成

ネットワーク

コンパクトシティ

コンパクトシティ

コンパクトシティ

6

http://1.bp.blogspot.com/-7fpj8rbIkYw/UUhhhdZPRWI/AAAAAAAAO74/BnpLP-WFwT4/s1600/train_red.png
http://1.bp.blogspot.com/-7fpj8rbIkYw/UUhhhdZPRWI/AAAAAAAAO74/BnpLP-WFwT4/s1600/train_red.png
http://1.bp.blogspot.com/-h-jqRxRWp7o/UO6j15wYUUI/AAAAAAAAKmo/KN0WAhYNlDs/s1600/youchien_schoolbus.png
http://1.bp.blogspot.com/-h-jqRxRWp7o/UO6j15wYUUI/AAAAAAAAKmo/KN0WAhYNlDs/s1600/youchien_schoolbus.png
http://4.bp.blogspot.com/-YX1fcwkofmw/UOoiae5WAdI/AAAAAAAAKYc/lZJv6WbGooo/s1600/car_mogura_36.png
http://4.bp.blogspot.com/-YX1fcwkofmw/UOoiae5WAdI/AAAAAAAAKYc/lZJv6WbGooo/s1600/car_mogura_36.png
http://3.bp.blogspot.com/-B7oe4x6llFw/UUFxol28B7I/AAAAAAAAOyM/UD4uONn35NE/s1600/car_taxi.png
http://3.bp.blogspot.com/-B7oe4x6llFw/UUFxol28B7I/AAAAAAAAOyM/UD4uONn35NE/s1600/car_taxi.png


参考１： 三大都市圏環状道路等による効率的な物流ネットワークの強化

圏央道がつながるなど効率的な物流ネットワークの強化により、民間の投資を喚起

※区間の開通時期については、土地収用法に基づく
手続きによる用地買収等が速やかに完了する場合

企業立地件数

1～2件

3～4件

5件以上

立地済み

立地予定

高速道路
高速道路(事業中)
直轄国道
一般国道

道路

（Ｈ26年9月時点）

出典）国土交通省調べ（平成７年以降の物流施設、工業団地、工場の立地を抽出）

久喜9-1

海老名9-1

＜立地例＞
■ロジスクエア久喜
■延床面積：約43,800㎡
■竣工：平成28年夏予定

【首都圏中央連絡自動車道】

出典：工業統計調査

H26.6 相模原愛川～高尾山間開通H25.3海老名～相模原愛川間開通
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神奈川県工業地平均

海老名9-1

埼玉県工業地平均

久喜9-1

※久喜9-1は平成25年に新設。

圏央道周辺の地価動向（海老名9-1、久喜9-1）

各県の平均を上回る地価上昇率

出典：地価公示（国土交通省）
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製造品出荷額の伸率
製造品出荷額の伸率

圏央道の早期に開通した区間では
製造品出荷額が増加
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開通
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○ 道路ネットワークの整備により、東九州自動車道や北勢バイパス（三重県）の周辺において企業
立地が加速。東九州自動車道沿線の佐伯市では新規雇用が発生。

北勢バイパス

北勢バイパス整備と合わせて沿線企業が大胆な設備投資、
それによって新たな雇用を創出。

川越町川越町川越町川越町川越町川越町川越町川越町川越町

朝日町朝日町朝日町朝日町朝日町朝日町朝日町朝日町朝日町

弥富市弥富市弥富市弥富市弥富市弥富市弥富市弥富市弥富市

蟹江町蟹江町蟹江町蟹江町蟹江町蟹江町蟹江町蟹江町蟹江町

飛島村飛島村飛島村飛島村飛島村飛島村飛島村飛島村飛島村

桑名市桑名市桑名市桑名市桑名市桑名市桑名市桑名市桑名市

鈴鹿市鈴鹿市鈴鹿市鈴鹿市鈴鹿市鈴鹿市鈴鹿市鈴鹿市鈴鹿市

亀山市亀山市亀山市亀山市亀山市亀山市亀山市亀山市亀山市

いなべ市いなべ市いなべ市いなべ市いなべ市いなべ市いなべ市いなべ市いなべ市

伊賀市伊賀市伊賀市伊賀市伊賀市伊賀市伊賀市伊賀市伊賀市

木曽岬町木曽岬町木曽岬町木曽岬町木曽岬町木曽岬町木曽岬町木曽岬町木曽岬町

東員町東員町東員町東員町東員町東員町東員町東員町東員町

菰野町菰野町菰野町菰野町菰野町菰野町菰野町菰野町菰野町

甲賀市甲賀市甲賀市甲賀市甲賀市甲賀市甲賀市甲賀市甲賀市

東近江市東近江市東近江市東近江市東近江市東近江市東近江市東近江市東近江市

日野町日野町日野町日野町日野町日野町日野町日野町日野町

区間①

四日市ﾊｲﾃｸ工業団地
3,383 

3,618 

4,359 
4,394 

4,803 

5,203 
5,319 

※出典：(株)東芝 「有価証券報告書」より

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25
3,000

5,000

4,000

6,000
（人）

東芝従業員数の推移と北勢バイパス整備経緯

区間③開通

区間②開通

区間①開通

H
26

区間④開通

※ ２０００年代の10年間で２兆円余りを東芝 四日市工場に投資
※ 東芝 四日市工場の従業員数は約1.6倍（H19⇒H25）に増加

：10ha以上の工業用地

M社

T社

J社
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東九州自動車道

東九州自動車道の延伸により、企業立地が加速。

※本年３月に開通した佐伯市では、過去５年間で約20件の企業立地、
新規雇用が約２３０人発生

▲佐伯市の企業立地分布状況
資料：佐伯市資料

：佐伯市内の立地企業（H21～H25）

大分県

宮崎県

佐伯市

至 宮崎市方面

至 北九州市方面

臼杵ＩＣ
津久見ＩＣ

佐伯ＩＣ

佐伯堅田ＩＣ

蒲江ＩＣ

蒲江波当津ＩＣ

北浦ＩＣ

須美江ＩＣ
北川ＩＣ

延岡JCT・ＩＣ

H26.3開通

H25.2開通

H24.12開通

H20.6開通

H27.3開通
2 4

7

14

19

40 40 40 

73 
79 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

0

5

10

15

20

25

H21 H22 H23 H24 H25

企
業
立
地
類
計
件
数
（社
）

（大
分
米
良
～
延
岡
Ｊ
Ｃ
Ｔ
）

東
九
州
開
通
延
長
（km

）

須美江～延岡JCT
18.4km（H24）

蒲江～北浦
14.2km(H24)

▲佐伯市の企業立地件数

北浦～須美江
6.4km（H25）

資料：佐伯市資料

津久見～佐伯
13.0km（H20）

東九州開通延長

企
業
立
地
累
計
件
数
（社
）

東
九
州
道
（大
分
米
良
～
延
岡
）開
通
延
長
（㎞
）

佐伯市の企業立地の進展

資料：佐伯市資料

新規雇用者数（H21～H25）

約230人

参考２： 地方におけるネットワーク整備による企業立地促進、雇用増加



新幹線開通を契機に本社移転、空き店舗数が半減

参考３： 整備新幹線の整備による企業立地促進、人口増加、観光需要増

255,000 250,000 263,000 
293,000 

343,000 

-5.6

-2.0

5.2

11.4

17.1

-8

-4

0

4

8

12

16

20

80,000

120,000

160,000

200,000

240,000

280,000

320,000

360,000

H23公示 H24公示 H25公示 H26公示 H27公示

（％）（円/㎡） 金沢5-13の地価の推移

価格（円/㎡）

上 昇

横ばい

128,000円/㎡
（+8.5％）

680,000円/㎡
（+8.8％）

西口
東口

128,000円/㎡
（+3.2％）

490,000円/㎡
（+4.9％）

146,000円/㎡
（+3.5％）

金沢駅

※地点は商業地のみ 600,000円/㎡
（+5.3％）

468,000円/㎡
（+2.4％）

270,000円/㎡
（0.0％）

金沢５－１３
343,000円/㎡

（+17.1%）
《全国１位（商業地）》

出典：地価公示（国土交通省）

【北陸新幹線】

北陸新幹線の整備により、移動時間の短縮効
果が発生し、交流人口が増大

YKKは、黒部市への本社機能一部移転、
研究開発拠点集約の計画を発表

・震災への備えや新幹線開業が契機

本社機能の移転等により、定住人口が増加

金沢駅西口の地価の
上昇率が全国の商業
地で一位（＋１７％）

金沢市内中心部の
商店街の空き店舗数
が５年で半減

「パッシブタウン」構想のイメージ
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外郭放水路が通っているため、水害の発生の危険性がないと考
え災害にも強いまちであると実感しております。

世界最大級の地下放水路である首都圏外郭放水路が通っている
ため、水害で倉庫が水浸するのを防ぎ商品を守ることができる点
が良かったと思います。

（株）玉俊工業所 ＜流通＞

（株）小原運輸倉庫 ＜運輸＞
※１ 中川・綾瀬川流域における浸水戸数
※2 産業指定区域（春日部市が指定した、企業立地を推進するための区域）内

参考４： 防災・減災対策による投資リスクの減少・産業立地等の促進

【首都圏外郭放水路】

首都圏外郭放水路等の整備により水害
による浸水戸数が1/10以下に激減※1

約7,000戸 → 約500戸
（S50～59平均） （H17～26平均）

春日部市は、部分通水後から企業の誘致
を推進する区域を指定
→ 当該区域に28件の企業が新たに進出

春日部市

首
都
圏
外
郭
放
水
路

首都圏外郭放水路整備後に立地した物流倉庫、ショッピングセンター等 産業指定区域

首
都
圏
外
郭
放
水
路

首
都
圏
外
郭
放
水
路

0

10

20

30

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

首都圏外郭放水路
部分通水

首都圏外郭放水路
完全通水

（企業立地件数）

放水路整備前（H12年）

整備後（H26年）

企業立地件数※2

進出企業からの声

春日部市

産業指定区域を指定

H14 H16 H18 H20 H22 H24

地下の大放水路が支える春日部の暮らしと産業

10

30

20

10

0
H14 H16 H18 H20 H22 H24



参考５： 高規格道路の沿道に世界的企業が進出・地元から大量雇用

【日本海沿岸東北自動車道】

③製品輸送

N

①部品調達
（山形・秋田より）

②組み立て

：高速道路網

世界へつながるインフラ整備 － 高速道路が呼び込む企業と雇用

進出拠点
（新潟県村上市）

横浜港

ボーイング社や
エアバス社へ納入

日本海沿岸東北自動車道

道路整備を見越し、新潟県村上市
に航空機内装品の世界トップメー
カー（（株）新潟ジャムコ）が進出

道路ネットワークや港湾を活かした生産性の効率
化で事業規模を順次拡大

地元中心に大量雇用
Ｈ24 300名 → Ｈ25～26 550名（＋250名）

1.60
1.29 1.23 1.24 1.40 1.62

1.81 1.63
2.05 2.06

2.50

2.94

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

H20 H21 H22 H23 H24 H25

県平均に比べ
約２倍の高水
準で推移

新潟県

村上市

高卒求人倍率の推移高卒求人倍率

世界シェア約５割！

化粧室（ラバトリー）
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東九州自動車道
延岡～宮崎 Ｈ26.3開通
大分～宮崎 Ｈ27.3開通
北九州～宮崎 Ｈ28春開通見込

：周辺の木材供給基地（林産物流センター）

：東九州道沿線で木材加工業者
が集積している地域

宮崎市

延岡市

九州縦貫自動

車道宮崎線

木材を港湾から
海外へ

中国、台湾等に輸出

細島港周辺では、ここ10年間で

企業立地 設備投資 貿易額

39件 約740億円 約２倍増

円高是正が進むなか港湾や高速道路の整備が進展
→ 大手製材メーカーが進出。地域の木材が輸出産業化。

12

地域の木材が輸出産業化

■木材輸出量増加 ■木材価格の上昇（宮崎県：スギ）

国産材輸出により林業再生、雇用増加

0

1

2

3

4

5

6

2012 2014

約２倍

（円/ｍ3）

5000

7000

9000

11000

13000

15000

2012 2014 2012 2014

日向市
細島港

（地域の基幹産業
支援のため、

重要港湾細島港に
重点投資）

宮崎県の
民有林

参考６：円高是正効果と社会資本整備による民間設備投資と林業再生

【細島港・東九州自動車道】



赤坂一丁目地区
事業者：赤坂一丁目地区市街地

再開発組合
完成予定：平成29年3月

虎ノ門二丁目地区
事業者：（独）都市再生機構等
完成予定：平成36年度

虎ノ門ヒルズ
事業者：東京都
特定建築者：森ビル（株）
平成26年5月末完成

虎ノ門・愛宕地区
事業者：森ビル（株） 等
完成予定：平成31年9月

虎ノ門一丁目地区
事業者：虎ノ門一丁目地区市街地再開発準備組合
完成予定：平成31年12月

環状第2号線（新橋・虎ノ門間）
（平成26年3月開通）

虎ノ門一丁目地区
虎ノ門ヒルズ

虎ノ門・愛宕地区

出典：東京発ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ特区【国家戦略特区 東京都提案書】

・・・民間都市開発事業（計画）

日比谷線新駅については
2020年オリパラに合わせ

暫定供用予定

日比谷線新駅

○建設投資額は約0.4兆円、経済波及効果は
約1兆円。

○米系金融機関や、米系製薬会社などの外資企
業が多く進出。

○環状第2号線の完成により、晴海通り、外堀通
り、第一京浜等の都心部の渋滞緩和や臨海部
と都心部を結ぶ交通・物流ネットワーク機能の
強化、緊急時の避難経路の多重化による臨海
部の防災性向上が期待される。

参考７： 環状第２号線整備と規制緩和等による都市開発事業の誘発

環状第２号線の整備と容積率緩和等により虎ノ門ヒルズを含む複数の民
間都市開発事業（約4000億円の建設投資）を誘発し、都市の国際競争力
を強化。

【環状第２号線（新橋・虎ノ門間）】

効果
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